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１．はじめに

　1995年に発生した阪神・淡路大震災では多くのボ
ランティアが活動したことから，1995年は「ボラン
ティア元年」とよばれる 1）。大規模災害では公的機関
による救援だけで対応できる範囲が限られたので，震
災発生直後から公的機関以外による支援活動が展開さ
れ，ボランティアの重要性について認識されるきっか
けとなった。
　2011年 3 月11日に発生した東日本大震災では，地
震・津波による大きな被害がもたらされ，被災地では
震災発生直後から多くのボランティアによる支援活動
が行われた。被災地への交通事情が悪かったことや，
拠点の被災などにより設置までの時間を要した地域も
多かったが，岩手・宮城・福島の 3県で最大時には
104の災害ボランティアセンターが設置され，2011年
5 月のピーク時には一日約12,000人のボランティアが
活動した 2）。また，NGO，NPOおよび法人格をもた
ない各種の団体も被災地へ入って支援活動を行った。
　これらの支援活動の多くが，社会福祉協議会 2）や
各団体の活動報告書，学会誌等に掲載された活動報

告例えば 3），4）にまとめられているが，詳細な分析までは
行われていないものが多い。また，個々の団体による
報告に留まっており，様々な団体の活動状況を整理
し，被災地におけるニーズの変化や支援を行う上での
課題について分析をしたものは少ない。
　被災者のニーズをくみ取り，被災者に負担をかけな
いような支援活動が求められるが，大規模災害になれ
ばなるほど，支援団体や支援者の数が増え被災地は混
乱し，必ずしも適切な支援活動が行えない場合があ
る。また，復興過程において被災者のニーズも変化す
るが，それを反映した支援の新たな仕組みも重要であ
る。
　それぞれの支援団体では，支援内容や方法並びに組
織のあり方が時間の経過とともに変化しているが，
個々の団体では短期的な状況の変化に応じて試行錯誤
しながら対応していることも多く，必ずしも計画的・
意図的な対応が進んだわけではない。しかし，長期に
わたる復興支援が必要とされる大規模災害では，先を
見通した計画性のある支援が求められる。
　したがって，まれに見る大規模災害の復興支援の事
例研究として，東日本大震災の被災地における各団体
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の発災直後の緊急的な支援から，その後の長期的な復
興の過程にかけての取り組みを客観的に整理して分析
することは，今後何らかの大規模災害が発生した場合
の支援活動の進め方の参考になると考える。
　研究対象とした石巻市は宮城県の東部に位置し，
2005年に旧石巻市，河北町，牡鹿町，雄勝町，河南
町，北上町，桃生町の 1市 6町が合併して，宮城県第
2位の都市となった。被災前，石巻市の従業者数比率
は卸売・小売・飲食店，製造業，サービス業の順に多
く，この 3業種で全体の 7割以上を占めていた。ま
た，総生産額の割合は水産業の比率が日本および宮城
県の平均を上回るなど水産加工業と養殖業が盛んな地
域であった。しかし，郊外への大型小売店舗の進出に
よる中心市街地における小売業の低迷や，全国平均を
上回る高齢化による労働力不足や技能継承の問題，製
造業の減少傾向など震災前から全国の他の地方都市と
同様の課題を抱えていた 5）。
　2011年 3 月11日に発生した東日本大震災ではマグ
ニチュード9.0の地震に続いて津波が発生し，石巻市
は死者・行方不明者数が最大の被災自治体となっ
た 6）。市内の13.2％（平野部の約30％）が浸水し 7），
漁港が全て被災し，水産物地方卸売市場の全施設が全
壊，水産加工業も全社が操業を停止し，製造業や農地
も浸水するなど被害が大きかった 8）。
　このような状況を踏まえて，本研究では宮城県石巻
市を対象にして，東日本大震災後の支援体制づくりの
過程を明らかにすることを目的とした。石巻市におけ
る支援体制を解析することによって，今後の被災地，
特に地方都市における生活支援体制の構築の方向性を
明らかにしたいと考えたからである。また，石巻市で
は発災直後から災害支援活動を行う各団体が情報を共
有し，被災者とボランティアを繋いで円滑に活動を進
めるための仕組みづくりが行われ，支援団体の組織化
や連携が比較的うまくいった事例として報告されてい
たこと 9）も大きな理由である。
　そこで，これまでに災害ボランティアセンターを運
営していた社会福祉法人石巻市社会福祉協議会と，支
援団体間の連絡調整を担っていた一般社団法人石巻災
害復興支援協議会（現：公益社団法人みらいサポート
石巻），石巻市で継続的に活動する支援団体を対象に震
災後の支援活動に関するインタビュー調査を行い，各
団体の支援内容や発言を紹介してきた10）11）。本稿では，
これらのインタビューデータを用いて新たにKJ法に
よる分析を行い，石巻市における支援の特徴について
客観的に整理するとともに，KJ法による図解化によっ
て得られた支援上の課題や他団体との関係性などの新

たな知見を加えて考察を行った。生活支援団体の仕組
み作りとその変化を分析し，被災者の復旧・復興過程
におけるニーズの変化に合わせた支援の仕組み作りの
あり方を捉えることで，今後の支援体制の整備に向け
た基礎的な資料としてまとめることとした。

２．方法

　東日本大震災発生後の石巻における復旧・復興のた
めの生活支援の諸相を把握するために，災害支援活動
を行った支援団体のスタッフにインタビューを行い，
その結果をKJ法で要約した。

２．１　データの収集
　2012年 3 月～ 2015年 3 月に，宮城県石巻市で災害
支援活動を行ってきた支援団体に半構造化面接12）に
よるインタビューを実施した。調査時間は 1回につき
2時間以内とし，時期による活動内容の変化を把握す
るために，各団体について可能な限り時期や回答者を
変えて複数回のインタビューを実施した。
　インタビューの内容は，対象者の経歴および災害支
援活動参加の経緯，所属団体の構成，所属団体の震災
前の活動および災害支援活動開始の経緯，石巻での災
害支援活動の内容と時期などとした。インタビューに
あたっては，事前に研究の目的等を調査対象者に説明
し，研究参加者の了承を得て内容をボイスレコーダー
に録音し，逐語録を作成した。

２．２　調査対象
　調査対象は社会福祉法人石巻市社会福祉協議会（以
下，石巻社協），一般社団法人石巻災害復興支援協議
会（現：公益社団法人みらいサポート石巻），宮城県
石巻市において継続的に災害支援活動を行っている団
体注）とし，21団体40名（男性27名，女性13名）の
協力が得られた（Table1）。

２．３　分析方法
　逐語録の内容を意味のある文章ごとに区切ってカー
ド化した。現地調査メンバーである 5名によりKJ法13）

を用いて内容が似ているデータ同士を整理・分類し，
関連性を図解化した（Fig.1）。なお，本稿の図中には
主要なカテゴリーのみを示した。
　分析の流れとして，まず，実施したインタビューご
とに図解化し，次に団体ごとに集約した。さらに，石
巻社協および石巻災害復興支援協議会を除いた19団
体の全てのインタビュー結果を集約した。本稿では，
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石巻社協に行った 1回のインタビュー結果を集約した
もの，石巻災害復興支援協議会（現：みらいサポート
石巻）に行った 3回のインタビュー結果を集約したも
の，その他の19団体に対して実施したインタビュー結
果を集約化したものを示して，考察する。
　石巻社協および石巻災害復興支援協議会を他の19
団体と分けて分析したのは，両者とも石巻市に入った
支援団体（ボランティア団体）を統括してきた組織で，
他の組織とはその役割が異なるためである（Fig.2）。
したがって，この 2者の取り組みを詳細に述べること
で石巻における支援団体の受け入れ体制および調整の
仕組みといった運営体制を考察し，その後に支援団体
への調査結果を元に支援活動の展開について記述する
ことにする。

２．４　倫理的配慮
　本研究は東京学芸大学の倫理審査委員会の承認を得
て実施した（受付番号106）。

３．結果および考察

３．１　 石巻市社会福祉協議会の取り組み
　インタビュー調査の要約（Fig.3）から明らかになっ
た石巻社協の取り組みを以下に示す。

３．１．１　石巻専修大学と石巻市の防災協定
　石巻社協は宮城県および石巻市と災害ボランティア
センターの設置・運営に関する覚書を2005年 9 月13 
日に交わしていた14）。また，震災前より，石巻社協が

№ 団　　　　体
インタビュー 東日本大震災前の活動

団体としての石巻での
災害支援活動開始時期回

数
時期（ 協力者性別(男性：M，女性：W)

‒団体番号‒個人番号） 震災前の主な活動 災 害
支援活動

1 社会福祉法人石巻市社会福祉協議会　災害復興支援対策課 1 2015/3/9（課長補佐M1a） 社会福祉事業 2011/3/15 ～ 2014/3/31
石巻市災害ボランティアセンター

2
一般社団法人石巻災害復興支援
協議会
（公益社団法人みらいサポート石巻）

3
2012/3/8（代表M2a）
2013/8/4（元代表M2a）
2013/3/24（事務理事M2b）

震災後に設立 2011/3/20 ～連絡会
2011/4/2 ～協議会

3 一般社団法人A 2 2012/3/8（現地責任者M3a，スタッフW3b）
2013/6/15（スタッフM3c）

国際交流団体から震災後
に独立

阪神・淡路
大震災　他 2011/3（発災直後）～

4 特定非営利活動法人B 2 2012/3/9（代表M4a）
2012/6/23（スタッフM4b，スタッフW4c） 震災後に設立 2011/7 ～

5 任意団体C 2 2012/3/29（スタッフM5a）
2013/8/4（代表W5b） 震災後に設立 2011/5 ～

6 NPO法人D 2 2012/3/29（代表M6a）
2014/9/7（代表M6a） 震災後に設立 2011/3 ～

7 一般社団法人E 1 2012/3/30（代表M7a，スタッフW7b，
スタッフM7c）

震災後に設立（過去の災
害支援活動の仲間）

阪神・淡路
大震災　他 2011/3（発災直後）～

8 特定非営利活動法人F 2 2012/3/30（代表W8a）
2013/3/24（スタッフM8b） 震災後に設立 2011/5 ～

9 NPO法人G 1 2012/3/30（現地責任者M9a，スタッ
フM9b，スタッフW9c） 国際ボランティア 2011/4 ～

（3月に物資供給・視察等）

10 一般社団法人H 2 2012/3/30（代表M10a）
2014/9/9（代表M10a）

震災後にNo.7のプロジェ
クトの一つとして活動開
始、その後独立

2011/6 ～
（4月より計画）

11 一般社団法人 I 2 2012/3/30（理事長M11a，理事W11b）
2013/8/5（スタッフM11c） 震災後に設立 2011/4 ～

12 任意団体 J 2 2012/6/23（代表W12a）
2013/8/4（代表W12a） 震災後に設立 2011/11 ～

13 NPO法人K 1 2012/6/24（スタッフM13a，スタッフ
M13b）

国際ボランティア団体を活
動母体として震災後に設立

新潟中越沖
地震　他 2011/3 ～

14 任意団体L
（後　特定非営利活動法人） 2 2012/9/16（スタッフW14a，スタッフM14b）

2014/9/7（代表W14a）
障害者支援団体を活動母
体として震災後に設立

2011/4 ～
（3月は活動母体が支援）

15 一般社団法人M 2 2012/9/17（所長M15a）
2014/9/7（スタッフM15b）

訪問看護団体を活動母体
として震災後に設立

2011/4 ～
（3月は他地域で活動）

16 NPO法人N 1 2012/9/17（現地責任者W16a） 国際ボランティア 新潟中越
地震　他 2011/3 ～

17 宗教法人O 2 2012/10/14（シスターW17a）
2014/9/7（スタッフW17b）

震災後に宗教法人が運営
するベースを設置 2011/3 ～

18 Pプロジェクト 2 2013/8/3（代表M18a）
2014/9/8（代表M18a） 震災後に設立 2012/6 ～

19 特定非営利活動法人Q 1 2013/8/3（代表M19a） 震災後に設立 2011/5 ～

20 特定非営利活動法人R 1 2013/8/5（代表W20a） 震災後に設立 2011/5 ～

21 特定非営利活動法人S 1 2014/5/21（事務局長M21a，スタッフ
M21b，スタッフM21c）

震災後にフードバンク活
動団体が運営する事務所
を設置

2011/3（発災直後）～

法人格および協力者の肩書はインタビュー当時のものを示す。

Table 1　調査協力者一覧
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中心となって石巻市災害ボランティアセンターを運営
する旨が石巻市地域防災計画に位置付けられていた。
一方，石巻専修大学（以下，大学），石巻市，石巻社
協は大学構内へのボランティアセンターの設置を主眼
とした防災協定を準備し，2011年 3 月末に市と大学
の間で調印予定であった。
　ボランティアセンターの設置場所については，「（想
定された津波被害の状況から）1,000人規模のボラン
ティアセンターを作りたいので，石巻専修大学さんに
交渉していただけないかと市役所の方にアプローチを
しました」等の発言から，震災前から大学を災害ボラ
ンティアセンターの拠点とすることを石巻市と大学に
依頼していたことが分かる。
　宮城県や石巻市，大学と連携を取りながら，高い確
率で発生が予想されていた宮城県沖地震に備えて，震
災前から対応を進めていた（Fig.3  Aア）。震災が発生
した 2日後の 3月13日には災害ボランティアセン
ターの設置に関する覚書に基づいて石巻市から石巻社
協へ災害ボランティアセンターの設置要請があった。
3月15日には災害ボランティアセンターを立ち上げ，
様々なボランティアを受け入れ始めた（Fig.3  Aイ）14）。
なお，石巻社協では災害時の通信網の麻痺を想定し，
震災の前年までに無線機の配備が完了していた。発災
直後の電話が繋がらない状況下で無線通信機は非常に
有効で，その後の円滑な対応に繋がった。
　その後の災害ボランティアセンターの運営において
も，市との連携が進み，復興支援活動を行ってきた
（Fig.3  Aウ）。ただし，仮設住宅の支援を開始する際
に災害ボランティアセンターは市からの情報を得られ
ず，居住者の情報を集めるところから始めた，という

活動を進める上での困難も述べられていた。市として
把握している情報をどこまで外部に渡すかについての
取り決めがなく，混乱期において必要な情報を市役所
も十分に把握していなかったことなどが背景にあっ
た。しかし，その後も活動を継続する過程で次第に市
からの信頼が得られ，次第に情報共有もされるように
なっていった。震災後の長期に渡る活動の中で両者の
関係性に変化が現れたと言える。このように，災害発
生後の混乱の中で状況に応じた対応を進めるためには
情報の確保が欠かせず，石巻社協では情報収集および
市の各部署との情報共有が災害ボランティアセンター
を運営する上での大きな課題であった。

石巻市
災害ボランティアセンター
（石巻市社会福祉協議会運営）

一般社団法人
石巻災害復興支援協議会

個人ボランティアNPO/NGOなど

石巻市役所 関係各機関各官庁

自衛隊

災害対策本部

発言 下位カテゴリー 中位カテゴリー 上位カテゴリー

「宮城県知事と市長と社会福祉
協議会の会長とで覚書を締結
しています。大規模災害時に
はボランティアセンターを社
会福祉協議会が運営しなさい
と…。」

［①震災前に，宮城県，石巻市，
石巻市社会福祉協議会は，災
害ボランティアセンターの設
置・運営に関する覚書を交わ
していた。］

《ア．高い確率で発生が予想さ
れていた宮城県沖地震に備え，
震災前から対応が進められて
いた。》

【A．震災前から備えていた石巻
市，石巻専修大学，石巻社会福
祉協議会の『三者協定』を生か
しつつ，災害復興支援協議会が
設立され，それぞれの協力体制
の下で，ボランティアの受け入
れおよび調整が行われた。】

「社会福祉協議会でも災害対策
要綱の整備，ボランティアセ
ンターの設置要綱の整備…準
備しなければならないという
こと…。」

［②石巻専修大学，石巻市，石
巻市社会福祉協議会はボラン
ティアセンターの設置等を含
む防災協定を準備し，震災が
発生した2011年3月末に調印
予定であった。］

《イ．災害ボランティアセン
ターを立ち上げ，様々なボラ
ンティアを受け入れ始めた。》

【B．震災および震災後の生活
環境の変化によって地域の繋
がりの希薄化，世帯分離が進
んだ。】

「社会福祉協議会は（ボラン
ティアセンターを）運営して
いるだけなので，あとは市役
所が面倒見ますと。そこら辺
は非常に助かりました。協定
を結んでいたおかげもあって，
スムーズというか…。」

［③震災前から石巻専修大学を
災害ボランティアセンターの
拠点とすることを依頼してい
た。］

《ウ．石巻市役所とも連携が進
み，復興支援活動を行ってき
た。》

【C．地域福祉コーディネー
ターを配置し，石巻の地域づ
くりや復興に貢献。】

「（大学を使用して）結構な修
繕が出たんです。…その修繕
費用は市役所さんが出してく
れるということで…。」

［④石巻市社会福祉協議会では
災害時の通信網の麻痺を想定
して，震災の前年までに無線
機の配備が完了していた。］

《エ．震災前の想定通り石巻専
修大学に災害ボランティアセ
ンターの拠点を置き，ボラン
ティアセンターの運営および
ボランティア活動を継続する
ために必要な場所を提供して
もらった。》

《オ．石巻市社会福祉協議会だ
けでは対応しきれない部分を
NGO，NPO団体と協力して進
める様になり，石巻災害復興
支援協議会が立ち上がった。》

Fig. 1　下位カテゴリー，中位カテゴリー，上位カテゴリーの生成

Fig. 2 石巻市における東日本大震災後のボランティ
アの受け入れ体制

［下位カテゴリー］

《中位カテゴリー》

【上位カテゴリー】

因果関係・順序

関係あり

支える

【B．震災および震災後の生活環境
の変化によって地域の繋がりの希薄
化、世帯分離が進んだ。】

［㉒石巻市社会福祉協議会は災害復興支援
を通して地域に認められてきたように思う。］

［㉓縦割り方式ではなく、様々なところと連携
し情報共有しながら復興に向かうのがよいの
ではないか。］

《カ．地域福祉コーディネーターを配置した。》

【C．地域福祉コーディネーターを配置し、
石巻の地域づくりや復興に貢献。】

《オ．石巻市社会福祉協議会だけでは
対応しきれない部分をNGO、NPO団
体と協力して進める様になり、石巻災
害復興支援協議会が立ち上がった。》

《ア．高い確率で発生が予想されて
いた宮城県沖地震に備えて震災前
から対応が進められていた。》

《エ．震災前の想定通り石巻専修大学
に災害ボランティアセンターの拠点を
置き、ボランティアセンターの運営お
よびボランティア活動を継続するため
に必要な場所を提供してもらった。》

《イ．災害ボランティア
センターを立ち上げ、
様々なボランティアを
受け入れ始めた。》

《ウ．石巻市役所とも連携が進み、
復興支援活動を行ってきた。》

【A．震災前から備えていた宮城県、石巻市、石巻社会福祉協議会の『三者協定』や石巻市と
石巻専修大学で準備を進めていた防災協定を生かしつつ、災害復興支援協議会が設立され、
それぞれの協力体制の下で、ボランティアの受け入れおよび調整が行われた。】

Fig. 3　石巻社会福祉協議会の取り組み 

注）図中および本文において，インタビューで得られた生の言葉である発言を「 」で，発言のまとまりを端的に
示す第一次の表札を下位カテゴリーとして［ ］で，この下位カテゴリーの類似のものを集めてその内容を端的に
表す表札を付けたものを中位カテゴリーとして《 》で示し，さらに中位カテゴリーで類似のものを集めてそれら
に共通する表札を付けて上位カテゴリーとし，【 】で示した。
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　また，石巻社協は震災前の想定通り石巻専修大学に
災害ボランティアセンターの拠点を置き，ボランティ
アセンターの運営およびボランティア活動を継続する
ために必要な場所を提供してもらった（Fig.3  Aエ）。
さらに，石巻社協だけでは対応しきれない部分を
NGO，NPOと協力して進める様になり，石巻青年会
議所の関係者などが中心となった石巻災害復興支援協
議会が立ち上がった（Fig.3  Aオ）。
　以上のことから，石巻社協が震災前から市や大学と
連携してきた様子がうかがえる。震災前に交わされた
県・市との『三者覚書』と，準備中であった市と大学
間の防災協定とが，支援団体の円滑な受け入れと支援
団体が的確に活躍できたその後の仕組みの礎となった
キーポイントであったことが読み取れる。

３．１．２ 石巻専修大学がボランティアセンター運
営に多大な貢献

　石巻専修大学は，震災前から準備を進めていた防災
協定に基づいて，ボランティアセンター事務所の場所
を提供した。ボランティアセンターには続々と支援団
体や個人ボランティアが国内外から集まってきた。遠
方からのボランティアも多く，ボランティアの寝泊ま
りをする場所や支援物資を保管する場所が必須とな
り，それらも大学が提供することになった。
　浸水被害が大きく，公園などの空地には自衛隊や機
動隊が駐屯し，道路も瓦礫で埋まっていて，スペース
が不足していた石巻市において，大学がボランティア
の滞在スペースや物資の保管場所を提供したことはボ
ランティアが支援活動を行う上で非常に大きな力と
なったといえる。テントサイトは2011年 9 月まで，
災害ボランティアセンターの事務所は2011年11月ま
で提供され，長期に渡る活動を支えた15）。
　災害ボランティアセンター側でも準備中であった防
災協定に沿って，ボランティアに向けた大学の施設利
用上のルールを設定した。このことも大学から長期に
渡り協力が得られたことに繋がった。なお，大学は後
に設立された石巻復興支援協議会等にもスペースを提
供した15）。

３．１．３　石巻災害復興支援協議会の設立
　支援を行うにあたり団体間での情報共有が必要とな
り，災害ボランティアセンターの声掛けもありNGO，
NPOの『連絡会』が始まった。被災もした石巻社協
だけではできることが限られていたため，災害支援の
経験がある団体や支援者が中心となり炊き出しやがれ
き撤去等の作業は団体間で情報共有を行いながら進め

られた。
　その後『連絡会』は石巻市の災害対策本部会議にも
参加するようになり活動報告を行うとともに，自衛隊
との情報交換も行われるようになった。そして，『石
巻災害復興支援協議会』となり，NGO，NPOと石巻
社協との信頼関係が築かれていった。このときの状況
について，石巻社協の職員は「災害の状況によっては
受援力も必要である」ということを述べている。受け
取る側が支援を活かす力を「受援力」といい，支援を
活かすためには支援する側と支援を受ける側の双方の
力が必要であり，均衡が偏ると自己満足になったり依
存傾向を生み出したりすることが指摘されている16）。
　発災後，地元の既存組織である石巻社協が災害ボラ
ンティアセンターを設置し，個人ボランティアのみな
らず様々なNGO，NPOが支援に訪れて活動する中で，
石巻青年会議所の関係者と過去に災害支援経験がある
団体や支援者が中心となり，『連絡会』を経て石巻災害
復興支援協議会を設立した。このことによって地元の
石巻社協と外部から来た支援団体との連携が図られ，
双方の協力関係が生かされて災害ボランティアセン
ターが円滑に運営されることにつながった。その結果，
石巻社協をはじめとする地元の受援力も高まり，双方
の協力が効率的な支援につながったことが伺える。

３．１．４　ニーズに応じた役割の変化
　2011年 4 月以降，石巻社協は個人，企業，学校等
のボランティアを担当し，石巻災害復興支援協議会は
NGO，NPO団体を担当するという役割分担をしなが
ら支援活動の調整をした17）（Fig.2）。
　このように，震災前からの宮城県，石巻市，石巻社
協の『覚書』と準備中であった市と石巻専修大学の
『防災協定』を生かしつつ，災害復興支援協議会が設
立され，それぞれの協力体制の下で，ボランティアの
受け入れおよび調整が行われた（Fig.3  A）。
　また，震災後の石巻市には震災および震災後の生活
環境による地域の繋がりの希薄化，世帯分離の進行
（Fig.3  B）という課題があった。石巻市では被災地域
が広域で被災者数が膨大であったことと，立地選択や
住戸の日照条件の公平性などの理由から，市街地の仮
設住宅への入居は抽選で行われた。復興公営住宅への
入居も抽選方式で行われたたことから，移住の度に新
たなコミュニティを作る必要に迫られた。
　こうした課題に対応するために，石巻市は地域の福
祉活動の活性化やコミュニティ形成の支援を行う『地
域福祉コーディネーター』を2013年 4 月から石巻社
協に配置した。こうして石巻社協は，石巻の地域づく
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りや復興に貢献する役割に重点を移した（Fig.3  C）。
　以上のように，石巻市社会福祉協議会は震災前に交
わしていた覚書や最終調整まで進んでいた防災協定を
元にして，行政や石巻専修大学の協力を得ながらボラ
ンティアセンターを設置・運営した。しかし，甚大な
被害を受けた状況下で多くのボランティアを社会福祉
協議会だけで受け入れ，調整することが困難であった
ので，災害支援の経験がある支援団体や支援者の協力
を得る様になり，情報共有を進める中で石巻災害復興
支援協議会が立ち上がったことが明らかになった。ま
た，災害ボランティアセンター閉鎖後は復興のための
地域づくりに活動の重点が置かれ，ニーズの変化に合
わせ石巻社協は業務内容の重点を変化させていったこ
とが明らかとなった。

３．２　石巻災害復興支援協議会の成り立ちと取り組み
　3回のインタビュー調査の結果（Fig.4）をもとに，
石巻災害復興支援協議会の成り立ちと復旧・復興に向
けて行ってきた取り組みを示す。

３．２．１　発災直後から1年までの変化
　発災直後，多くのボランティアが石巻市に集まった
が，彼らには土地勘がなかったので，石巻青年会議所
の関係者でもあった調査協力者は地図で指示を出し
た。外部から来た支援団体やボランティアは地元との
関係がなく難しい運営を強いられていたことを調査協
力者は見て，被災者としても地元のためにできること
から始めようと，支援団体と地元を繋ぐために協力す
ることにしたと述べられている。また，支援団体間で
の情報共有のため『連絡会』ができ，その後，協議会
が設立される中で，調査協力者は地元の強みを活かし
た調整や支援団体への協力を始めた（Fig.4  A）ので

ある。こうして石巻市民の「地元のために何かできれ
ば」という思いと，「被災地で何か役に立ちたい」と
いう支援団体の思いとを繋ぐ必要から石巻災害復興支
援協議会が設立された。
　東日本大震災では，東北地方太平洋側全般に及ぶ広
範な被災地に，被害の少ない遠隔地から多くのボラン
ティアが支援に来た。阪神・淡路大震災発生時と比べ
てインターネットやソーシャルネットワーキングサー
ビス（SNS）が普及したことも，各地からボランティ
アが集まったことに関係しているとされる18）。また，
阪神・淡路大震災など過去の災害支援経験を活かすた
め，関西から支援に来た団体も複数あり，石巻市の土
地勘があり地元と繋ぐ役割が求められたと考えられ
る。
　支援団体を受け入れ，情報共有を行いながら協力し
て支援を行うための体制づくりが必要だったことか
ら，協議会は支援団体の受け入れ窓口となった。たと
えば，被災者が食糧があるところに移動したり，家族
を探すために移動していたので市役所の情報との不整
合な部分が出てきたとか，被災者が2,000人いるとこ
ろに5,000食入った一方で全然入ってこないところが
ある，というような情報が寄せられた。すなわち，物
資や炊き出しをより多くの被災者に提供するために
は，団体間での情報共有が必要になった。そこで，過
去に災害支援を行った経験がある団体の協力も得なが
ら，石巻災害復興支援協議会では様々な地域からやっ
てくる支援団体の受け入れ体制を整え，情報共有する
場である『連絡会』を始めた（Fig.4  Bア）。さらに，
情報や支援の状況について行政とも情報共有をするた
めに，市・自衛隊・NPOの『三者協議』を開始した。
こうした仕組みは，個々の団体だけでは対応できない
部分について協議会が間に入る事で，いくつもの団体
が協力することで対応し，行政や既存の組織では取り
組みにくいところに対応したという効果も生んだ。こ
のようにして，支援団体を受け入れ，支援団体間での
情報共有・調整をしながら，行政とも調整を行う石巻
災害復興支援協議会の仕組みが構築された（Fig.4  B）。
　一時は最大3,000人／日ボランティアが活動をして
いた17）石巻市では，それらを受け入れる石巻社協や行
政も被災しており，災害ボランティアセンターの業務
量が能力を超えていた。こうした状況の下で，石巻市
災害復興協議会が，支援団体を受け入れて，取りまと
める体制づくりを担うとともに，支援団体間および行
政等と連携する仕組みづくりができたことが，石巻の
奇跡 9）といわれるほどに，ボランティアや支援団体が
石巻市の復興に貢献できた主因であると考えられる。

【C．震災直後から避難所、仮設住宅へと生活
の場が移るに伴い被災者のニーズと支援活動
は多様化した。】

【上位カテゴリー】

［⑬行政と住民の間にたち、市民の意見を
吸い上げたまちづくり、まち活性化のた
めの経済再興のための支援に力を入れ始
めた。］

【D．みらいサポート石巻として石巻の未来に
向けた活動が始まった。】

《ウ．石巻のこれからを見据えて復興に
向けた活動に移行する必要がある。》

【A．協議会を設立し、地元の強みを活かし
た調整や支援団体への協力から始めた。】

【B．支援団体の受け入れ、取りまとめをしな
がら、行政との調整を行う石巻災害復興支援
協議会の仕組みが構築された。】

《ア．様々な地域からやってくる支援団体の受
け入れ体制を整え、情報共有する場を設けた。》

《イ．行政とも連携しながら、行政や既存の
組織で対応しにくい部分を協議会として取
り組むことにした。》

【E．震災から1年以上が経過し、人海戦術的な
ニーズは減少し、まちづくりや組織経営などの
専門的な支援にニーズが変化してきた。】

［⑯資金面などで継続が難
しい団体も出てきた。］因果関係・順序

関係あり

支える

［下位カテゴリー］

《中位カテゴリー》

Fig. 4 石巻災害復興支援協議会の成り立ちと復旧・復興に向
けた取り組み
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　震災直後から避難所，仮設住宅へと生活の場が移る
のに伴って被災者のニーズと支援活動は多様化した
（Fig.4  C）。すなわち，石巻モデルと呼ばれる仕組み
づくりが進む中で，まず医療，炊き出し，物資配布な
ど生命維持のための必要最低限の支援が行われた。や
がて，仮設住宅への入居などに伴って被災者のニーズ
が変化し，心のケアや子ども支援，コミュニティの形
成支援などへと支援も多様化した。石巻市災害復興支
援協議会が主催するNPO・NGO連絡調整会議（『連絡
会』）では，このような支援のフェーズに合わせて物
資配布・ローラー（震災直後に主に避難所外の在宅世
帯をローラー作戦で訪問調査し物資を配布した活動），
炊き出し，メディカル（医療団体や医師・看護師らに
よる避難所訪問・地域医療活動）等13の分科会がで
き，会議の全体会ではそれぞれの分野の情報を共有し
て団体間の連携調整が行われた17）。

３．２．２　発災1年後の取り組みと組織の変化
　震災から 1年が経過すると被災者の自立・自活を促
していく必要が出てきて，復興に向けた新たなフェー
ズに移った。また，石巻の現状や震災経験を踏まえた
復興まちづくりを考えていくための活動や，東日本大
震災後の経験をこれからの災害や他の地域での防災に
活かすためにはどうすべきかを考え，他地域にも発信
するような活動にも取り組み始めた。つまり，石巻の
これからを見すえた復興に向けての活動に移行した時
期に至って，行政と住民の間にたち，市民の意見を吸
い上げたまちづくり，まち活性化のための経済再興の
ための支援に力を入れ始めた。このような時期に石巻
災害復興支援協議会から『みらいサポート石巻』に改
称し，石巻の未来に向けた活動が始まった（Fig.4  D）。
　さらに，ニーズが変化し復興に向け専門的な知識や
情報が求められる中で支援団体数も減った。支援団体
の中には資金面などで継続が難しい団体も出てきたこ
とから助成金獲得の支援など，みらいサポート石巻で
は支援団体への支援も行うようになった。この時期は
震災から 1年以上が経過し，人海戦術的なニーズが減
少して，まちづくりや組織経営などの専門的な支援へ
とニーズが変化してきた時期でもあった（Fig.4  E）。
　上述のように，石巻災害復興支援協議会は設立，再
編を経て，ボランティアを統括する団体になり，その
活動により多数のボランティア団体がそれぞれの特長
を生かしながら生活支援活動を展開し，被災者のニー
ズに応えていく仕組みが作られていった。
　最近では被災地に多くのボランティアが入ることが
多くなったが，災害ボランティアセンターとボラン

ティア団体の間や，団体間での調整ができなかった地
域では，支援活動が重複して展開されたり，自立に向
けた支援活動への転換期においても一部の団体が物資
支援を呼びかけ続けるなどの問題が生じている16）。石
巻市では行政，災害ボランティアセンター，支援団体
を取りまとめる協議会が情報共有をしつつそれぞれに
役割を分担したことで効率的な支援に繋がったと考え
る。さらにその役割を終えた石巻災害復興支援協議会
は解散することなく，新たな役割を担うみらいサポー
ト石巻に発展的に変換し，自立に向けた支援をけん引
しはじめていた。
　震災のように自治会そのものが被害を受けてその機
能が失われた時には，企業やボランティア，NPOな
どが機能を分担する必要があり，役割や機能分担を明
確にすることが効率的な支援の第一歩であるという指
摘がある19）。また，石巻災害復興支援協議会のような
中間支援団体を設けることで公民連携による問題解決
能力が向上する良さが挙げられる20）。一方で，NPO

やNGOに対する認識や理解が十分でない地域におい
ては，信頼関係を築いて協働関係に入るまでに困難が
生ずることが指摘されている20）。
　今回の石巻市の例では，震災前に宮城県，石巻市，
石巻社協間で災害ボランティアセンターの運営に関す
る覚書を交わしていたこと，震災前に石巻専修大学と
石巻市の間で防災協定を結ぶ準備が整っていたことを
礎として，発災直後にできた中間支援団体である石巻
災害復興支援協議会に地元の被災者が入り，過去の災
害等で支援の経験がある者たちが協力することで発災
後の早い時期にボランティアによる支援のシステムが
構築されたと考える。

３．３　石巻市における支援団体による活動の展開
　19の支援団体へのインタビューを集約した結果を
以下に紹介し，考察を行う（Fig.5）。
　発災後，過去の活動や被災者としての経験などを生
かして多くの支援団体が石巻で活動を始めた（Fig.5  

A）。支援団体は活動を始めた経緯から外部からの支援
者の団体 2タイプと被災地で立ち上がった団体 1タイ
プの 3タイプに分けられる。
　第一は阪神・淡路大震災などの過去の災害支援経験
や海外での支援活動の経験があり発災後数週間のうち
に石巻に入った外部団体や，経験豊富な支援者がその
後に設立した団体である。（団体No.3，7，9，13，16）
第二も外部支援者による支援団体である。この中には，
障害者支援や訪問看護，社会福祉活動，フードバンク
活動などを行っていた活動母体から独立，または活動
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母体の支援を受けなが
ら，石巻での拠点とし
てその専門性を生かし
た支援を始めた外部団
体（No.10，14，15，17，
21）と震災後に個人
ボランティアとして，
あるいは他団体で活動
する中で必要性を感じ
て新たに立ち上げた外
部団体（No.5，11，12，
19）が含まれる。そ
して，第三は，被災者
の立場で活動すること
にした団体（No.4，6，
8，18，20）である。
　多くのボランティア
や支援団体が集まる
中，次第に被災地間で
の支援の差が生まれた
り，量から質が求めら
れる様になったり，情
報共有が必要になった

りした（No.3，4）。そこで，過去の災害支援経験が
ある団体が中心となって，地元や協議会，他団体と交
流を持ち，支援の調整をした。このようにして，NGO・
NPOが集まって連絡調整をするための『連絡会』や
石巻市，自衛隊，NGO・NPOによる『三者協議』が
始まった。調査対象のNo.3 はこのときの状況を「災
害ボランティアセンターで個人のボランティアを受け
る体制を作るということだったので，そのサポートと
…炊き出しの受け入れ窓口や調整を…ずっとやってい
ました」と述べている。
　『連絡会』では，各団体によって活動内容について
情報共有がされたことで，活動の重複を防ぎ，時には
協同で支援を行ったり，ニーズによって専門の団体に
繋ぐという様なこともしていた。これにより，災害支
援活動の経験を持つ団体を中心に団体間や行政や社協
との連絡・調整を行いながら支援活動を進める仕組み
ができていった（Fig.4  Bア）。このような支援活動を
進める中でできた団体間での情報を共有し調整をする
仕組みは，今後も他の地域で災害支援を行う際にも必
要であると考えられており，他地域にも伝えていきた
いと述べられていた（Fig.4  Bイ）。
　震災直後から活動を始め，その時々のニーズに合わ
せて様々な支援を行ってきた団体（No.3，4，5，7，

9，13，16）があった一方で，活動内容を絞り専門性
を活かした活動を少しずつ変化させながら継続して
行ってきた団体（No.6，8，10，11，12，14，15，17，
18，19，20，21）もあった。いずれも時間の経過に
伴って被災者のニーズが変化し，それに合わせて組織
を変化させながら支援活動も展開していった（Fig.4  C

ウ）。
　震災発生から 2年が経過すると，就労支援と地元へ
の引継ぎのために被災者を雇用する団体が増えて，活
動の担い手も変化していった。また市からの委託を受
けて行っている活動がある団体や支援の中で作った新
たな仕組みを被災地に根付かせ，他の地域にも広げて
いきたいと考えている団体も出てきた。石巻市では震
災後は支援活動によって福祉サービスなども補われ，
支援を通じて震災前にはなかった（または少なかっ
た）カーシェアリング，移動支援，高齢者等のサロン
活動の支援と場所の提供，フードバンク活動など生活
支援のシステムも定着してきた（Fig.4  Cエ）。
　東日本大震災では仮設住宅での生活が長引くなど復
興に至るにはまだ遠い一方で，全国から集まって支援
を行ってきたボランティアやNGO・NPOは減少して
いる。支援を続けている団体においても被災地の自力
復興に向けて被災者の雇用などが進み，活動を被災地
に引き継ぎ，事業として継続させていくことが現在の
課題となっている。すなわち，被災者のニーズに合わ
せて支援内容は変化し，一部の活動は地元に根付き始
めたといえよう（Fig.4  C）。
　以上のことから，過去の災害支援活動での経験があ
る団体は災害ボランティアセンターの運営および石巻
災害復興支援協議会の成り立ちの大きな力となってい
たこと，またこれらの団体は支援内容を時間経過に伴
い変化させ，活動を地元に引き継ぐ過程においても過
去の経験などを踏まえながら指揮を執っていたことが
明らかとなった。

３．４　石巻市の支援団体の受け入れ体制とその変遷
　支援団体の受け入れ体制の整備とその変遷は次のよ
うにまとめることがでる（Fig.6）。
　発災 4日後の2011年 3 月15日には石巻市社会福祉
協議会が災害ボランティアセンターを開設し，石巻市
における災害ボランティア活動が始まった。過去に災
害支援経験がある団体を中心に被災地に入り支援活動
を開始する団体も増加した。被災者の支援ニーズが高
まる一方で，災害ボランティアセンターにはボラン
ティア希望者からの問い合わせや，石巻入りしたボラ
ンティアへの対応，支援団体からの問い合わせなどが

Fig. 5． 震災後の石巻における
支援団体による支援の
仕組みと活動の展開

【A．過去の活動や被災者としての経験
などを生かして多くの支援団体が石巻
で活動を始めた。】

《エ．震災後に行われてきた支援活動
が地元に引き継がれ、福祉の充実や
地域の活性化に発展することが期待
される。》

因果関係・順序

関係あり

【C．被災者のニーズに合わせて支援内容
は変化し、一部の活動は地元に根付き始
めた。】

《ア．災害支援活動の経験を持つ団体を
中心に、団体間や行政、社協との連絡
・調整を行いながら支援活動を進める
仕組みづくりができていった。》

《イ．ボランティアおよび支援団体が情
報を共有し、支援内容の調整を行なっ
た仕組みづくりは他地域へ伝えていき
たい。》

《ウ．時間の経過に伴い被災者の
ニーズが変化し、それに合わせて
組織を変化させながら支援活動も
展開していった。》

【B．支援活動を進める中でできた団体
間での情報共有・調整する仕組みは、
今後も必要となるだろう。】

支える

《中位カテゴリー》

【上位カテゴリー】

－ 370 －

東 京 学 芸 大 学 紀 要　総合教育科学系Ⅱ　第69集（2018）



殺到したことから，3月20日からNGO/NPO連絡調整
会議が毎日開催され，各団体の活動報告や情報共有が
行われるようになった。
　その後，支援団体と地元を繋ぎ，行政とも調整を行
うため 4月 2日に石巻災害復興支援協議会ができ，5
月13日には一般社団法人化した。石巻復興支援協議
会は石巻市の災害対策本部会議に出席して，自衛隊・
行政との『三者会議』も設置された17）。
　石巻災害復興支援協議会は石巻社会福祉協議会だけ
では対応しきれなかった支援団体の調整などを担い，
震災発生直後の混乱期における災害ボランティアセン
ターの運営を石巻専修大学や石巻市とも連携しながら
支えていた（Fig.3）。石巻災害復興支援協議会の発足
により，各地から訪れた支援団体と石巻市及び石巻社
会福祉協議会など地元との連携ができ，各団体の持つ
情報や支援を調整することができた（Fig.4，5）。Fig.2
に示すように，石巻復興支援協議会が地元と支援団体
とのパイプ役となって支援団体間で情報共有しなが
ら，行政や自衛隊，災害ボランティアセンターとも調
整しつつ災害支援に取り組むという仕組みは，官民連
携による被災者支援の新しい形態となった。
　石巻災害復興支援協議会への登録団体は2012年 5
月までに340を超え，発災から約 1年間で28万人を超
える方々がボランティアセンターによる派遣もしくは
NPOなどのもとで災害支援活動に参加した17）。個人
ボランティアの調整を担当した災害ボランティアセン
ターと支援団体の調整を担当した石巻災害復興支援協
議会の役割分担によってこの様に大規模なボランティ
アの受入が可能となったといえる。

NGO NPO

Fig. 6．石巻市における協力体制と役割分担

　石巻市社会福祉協議会が運営した災害ボランティア
センターは2014年 3 月末で閉鎖した。被災地で支援
活動を行うボランティアや支援団体は減り，外部から
の支援団体が行ってきた活動の地元への引継ぎが進め
られた（Fig.5）。

　石巻市社会福祉協議会には2011年 7 月に災害復興
支援対策課が設置され，2015年には復興支援課に改称
し，仮設住宅や復興公営住宅等への訪問活動および地
域福祉コーディネーターの配置などを引き続き行って
いる。石巻災害復興支援協議会は2012年11月に公益社
団法人みらいサポート石巻に改称し，震災の伝承，地
域づくりのサポートを行っている17）。石巻市社会福祉
協議会に配置された地域福祉コーディネーター
（Fig.3）やみらいサポート石巻の活動（Fig.4）は住民
主体の地域づくりをサポートするための役割を持つ。
　復興に向けて支援のフェーズが変化する中で，支援
団体，石巻市社会福祉協議会，みらいサポート石巻と
してそれぞれの立場から引き続き石巻市の再興を支援
している様子が明らかとなった。

４．まとめ

　宮城県石巻市において震災後の支援活動を継続的に
行う支援団体を対象に実施してきたインタビューデー
タをKJ法によって分析した。震災後の支援活動につ
いては，これまでも個々の担当者によって語られてき
たが，本稿ではKJ法による分析の結果，石巻市，石
巻市社会福祉協議会，石巻災害復興支援協議会等が役
割分担・協力をしながら石巻市における震災後の支援
体制を作り上げていく変化の過程が構造化され，他団
体との連携の形成過程も明らかとなった。また，支援
団体による活動は，発災直後の緊急支援から復興に向
けた地域づくりの支援へと形を変えながら地域に根付
いた支援を継続しており，その変遷過程を整理した。
　石巻の例は，災害時に集まった多くの支援団体がう
まく連携し，復興に多大な貢献ができた事例として，
全国から注目が集まっている。この事例は，震災が多
発する日本で，各地の復興支援にも活用できると考え
る。
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注

注） 本研究では被災者ニーズおよび支援活動の変化について
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時系列的に把握するため，宮城県石巻市で継続的に活動

を行う団体を調査対象とした。いずれも宮城県石巻市に

活動拠点または地区事務所を設置し，インタビューを開

始した2012年 3 月（発災から 1年後）以降も石巻市での

活動を継続していた団体またはその後に活動を開始し 1

年以上継続していた団体である。
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東日本大震災後の宮城県石巻市における支援活動からみた
生活支援の仕組みづくりとその展開

Development of the Support System after the Great East Japan Earthquake in 
Ishinomaki, Miyagi Prefecture, Japan

萬羽　郁子＊1・大竹　美登利＊1・坂田　隆＊2・𠮷井　美奈子＊3
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久慈　るみ子＊8・浜島　京子＊9・野田　奈津実＊8・宮野　道雄＊4

Ikuko BAMBA, Midori OTAKE, Takashi SAKATA, Minako YOSHII, 
Eisuke IKUTA, Yasuo YAMAZAKI, Noriko OGAWA, Kei SASAI, Akiko NAKAJIMA, 

Rumiko KUJI, Kyoko HAMAJIMA, Natsumi NODA and Michio MIYANO

生活科学分野

Abstract

 We conducted an interview survey of organizations that have supported local people after the Great East Japan Earthquake 

in Ishinomaki City, Miyagi Prefecture, Japan. Our analysis of interviews employing KJ-method clarified the following 

characteristics of the support system in Ishinomaki.

1. The memorandum of understanding on disaster management among Miyagi Prefecture, Ishinoamaki City and Social 

Welfare Council of Ishinomaki, and the agreements in the final course of preparation between Ishinomaki City and 

Ishinomaki Senshu University to use the latter’s campus for the volunteer center accelerated the smooth establishment of a 

volunteer center as well as camping site for volunteers on campus and secured the activity of volunteers.

2. Ishinomaki Disaster Reconstruction Assistance Council established 3 weeks after the disaster, provided a framework to 

connect local and external supporters, to share information among supporting groups, and to collaborate with the 

administration. The council collaborated with the Ishinomaki Social Welfare Council, which accepted individual 

volunteers, to organize a support system.

3. During the initial stages of support, considerable aid was provided by organizations with previous disaster support 

experiences.

4. Supporting activity changed from emergency support to support for recovery-oriented community development involving 
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local people.

 We believe that the above case can be adopted to future reconstruction assistance after a large-scal natural disaster in 

various places.

Keywords: Great East Japan Earthquake,  Disaster volunteer,  Livelihood support,  Interview,  KJ-method

Department of Human Life Studies, Tokyo Gakugei University, 4-1-1 Nukuikita-machi, Koganei-shi, Tokyo 184-8501, Japan

要旨:　宮城県石巻市において東日本大震災後の支援活動を行ってきた団体を対象に実施してきたインタ
ビューデータについて新たにKJ法による分析を行った。その結果，石巻市における震災後の支援体制には以
下の特徴があることが明らかになった。
1． 石巻市社会福祉協議会が大規模災害への備えとして，県，市との三者協定，石巻専修大学，市との防災協
定の締結を進めていたことが，発災直後の石巻専修大学内災害ボランティアセンターの設置，ボランティ
アの滞在場所や支援物資の保管場所の確保に繋がった。

2． 石巻災害復興支援協議会は，地元と外部支援者を繋ぐ役割を持って誕生した。石巻社会福祉協議会が運営
する災害ボランティアセンターが個人ボランティアを受け入れ，石巻災害復興支援協議会が支援団体の活
動状況を集約し，行政とも連携をとったことで石巻における支援体制が整った。

3． 石巻災害復興支援協議会の設立や発災直後の支援の初動には過去の災害支援経験を持つ支援団体やスタッ
フの力が大きかった。

4． 発災直後の緊急支援から復興に向けた地域づくりの支援へと形を変えながら地域に根付いた支援が継続し
ている。

　石巻の例は，災害時に集まった多くの支援団体がうまく連携し，復興に多大な貢献ができ，全国から注目が
集まっている。この事例は，震災が多発する日本で，各地の復興支援に活用できると考える。

キーワード: 東日本大震災，災害ボランティア，生活支援，インタビュー，KJ法

－ 374 －


